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・短期入所生活介護
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・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
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■施設・居住系サービス

・介護老人福祉施設

・介護老人保健施設

・認知症共同生活介護

・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：

・かかりつけ医、有床診療所

・地域の連携病院

・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター

・ケアマネジャー

通院・入院

通所・入所

病院：

急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

ごあいさつ
　日高村長　　　　　戸　梶　　眞　幸
日高村における高齢者を取り巻く現状は、平成３０年
２月末現在で高齢化率が４０％を超えており、国の想定
よりも早く高齢化が進んでいます。一方、それらを支える若い世代は減少しており、今後の高齢社会をいかに迎え、支えていくかが村の大きな課題となっております。
そこで、自分らしく元気に過ごせる方をお一人でも多く増やしていけるよう、高齢者だけでなくあらゆる世代を対象に、健康づくり・介護予防・生きがいづくり等を推進したいと考えております。
また、協議体や、生活支援コーディネーターと協力し、地域の実状を把握すると共に、高齢者福祉サービス・地域包括ケアシステム・高齢者の権利擁護・災害時の安全対策をさらに充実させ、高齢者とそのご家族の方が安心して地域や自宅で暮らせるよう取り組んでまいります。
サービスにつきましては、平成３０年度からの介護保険制度の改正により、障害者と高齢者のどちらもが利用できる共生型サービスが開始されます。これにつきましては日高村の地域の状況をふまえ、必要に応じて導入を検討してまいります。
また介護保険料につきましては、高齢化に伴う介護保険サービスの利用増加による給付費の増加と、それに対応するための積立基金不足等により、増額されることとなりました。このことにつきましては介護保険制度の基盤を整備し、給付費等の適正化に努めることで日高村の介護保険の質の向上や、必要な方に必要なサービスの提供がされるよう、介護保険制度の運営の安定化を図ってまいりますので、ご理解とご協力をお願いいたします。
以上の事をふまえ、「健康でだれもが元気に安心して暮らせるひだか村」を目標に、高齢者福祉施策と介護保険事業を一体的にまとめた「高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画」を策定させていただきました。
本計画の策定にあたり、ご尽力いただきました各委員の皆様をはじめ、アンケート調査にご協力いただきました皆様、貴重なご意見やご提言をいただきました多くの皆様に心から感謝申し上げます。
今後より一層、日高村の高齢者福祉、介護保険事業の充実に取り組んでまいりますので、村民の皆様をはじめ、関係各位の一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げ、策定にあたってのご挨拶とさせていただきます。
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１．計画策定の趣旨
（１）計画策定の目的
日高村では、村づくりの指針である「第五次日高村総合振興計画（ひだかスマイルプラン）」において、健康福祉分野の目標を「だれもが元気に安心して暮らせるひだか」と定めています。また、高齢期の健康づくりや生きがいづくり、福祉・介護サービスの充実など、高齢者に関わる施策については、平成12年度(2000年度)以降６期にわたり「高齢者（保健）福祉計画及び介護保険事業計画」を策定し、施策の総合的・計画的な推進に努めてきました。
このうち前計画である「高齢者福祉計画及び第６期介護保険事業計画」では、計画の基本理念として「健康でだれもが安心して暮らせる思いやりのある村づくり」を掲げるとともに、重点項目として設定した「健康づくりと介護予防の推進」、「地域包括ケア体制の充実（住民のニーズを支えるネットワークの構築）」、「介護保険サービスの円滑な利用」、「高齢者の権利擁護」、「避難行動要支援者の支援」などに努めてきました。
このような状況の中、「日高村高齢者福祉計画及び第７期日高村介護保険事業計画」（以下、「本計画」とします。）は、介護保険法等の規定による３年ごとの計画改定時期を迎えるにあたって、「団塊の世代」が75歳以上となる2025年を見据えて、日高村における「地域包括ケアシステム」の構築をめざすための「地域包括ケア推進計画」として、高齢者に関わる各種施策の基本的な方向性と具体的な取り組み方策を明らかにするために策定するものです。
（２）計画策定の背景
《高齢化と平均寿命の延伸》
わが国の高齢化率（65歳以上人口が総人口に占める割合）は、平成29年(2017年)10月１日現在27.7％（概算値）で、約3.6人に１人が65歳以上の高齢者となっています。また、平均寿命については延伸傾向にあり、平成28年簡易生命表によると、男性の平均寿命は80.98年、女性の平均寿命は87.14年で、世界的にトップクラスとなっています。
一方、日高村における平成29年(2017年)９月末現在の高齢化率は40.4％と、全国的な傾向を先行する状況にあります。
疾病予防と健康増進、介護予防などによって「日常生活に制限のある期間」を短縮することができれば、個人の生活の質の低下を防ぐとともに、社会保障負担の軽減も期待できます。
このため、高齢者の一人ひとりが生きがいづくりや介護予防、認知症予防などに主体的に取り組むことができる環境づくりを推進し、高齢者の健康長寿に向けた取り組みを促進する必要があります。
《見守りを必要とする世帯の増加》
平成28年国民生活基礎調査によると、65歳以上の高齢者のいる世帯は全世帯の48.4％を占め、その世帯構造をみると、夫婦のみの世帯が単独世帯と合わせて過半数を占めています。
このため、見守り施策や成年後見、虐待防止など、高齢者の権利を守る施策を充実し、日常生活の安心を確保していく必要があります。
《認知症高齢者の増加》
高齢化の進行とともに、認知症高齢者の一層の増加が見込まれています。内閣府の平成29年版高齢社会白書では、高齢者のうち認知症の人が占める割合が平成32年(2020年)に17.5％、平成37年(2025年)には20.0％になると記載しています。
高齢者の尊厳を保ち、一人ひとりの個性を尊重することを基本として、認知症の症状や進行具合に応じた適切な介護のあり方、周囲の人々が認知症高齢者の不安を理解し、認知症高齢者本人の生活安定と家族の負担軽減を図っていくことが重要な課題となっています。
《地域包括ケアシステムの深化・推進》
このような状況に対応するため、国は、第６期計画から「団塊の世代」が75歳以上となる平成37年(2025年)に向けて地域包括ケアを一層推進するために、医療介護総合確保推進法に基づく在宅医療・介護連携の推進、介護予防・日常生活支援総合事業の導入、認知症施策の強化などの施策を段階的に構築してきました。
第７期計画では、第６期に導入された新施策の一層の充実を図りつつ、平成37年(2025年)、また、いわゆる「団塊ジュニア世代」が65歳以上となる平成52年(2040年)に向けて、地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを深化・推進していく計画とすることが求められています。
地域包括ケアシステムの全体像
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資料：厚生労働省資料をもとに一部改変
《介護保険法等の改正のポイント》
①保険者機能の強化と地域マネジメントの推進
保険者である市町村においては、次のア～エを繰り返し、目標達成に向けた活動を継続的に改善する取り組みである「地域マネジメント」を推進し、保険者機能を強化していくことが必要となります。
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ア　それぞれの地域の実態把握・課題分析を実施
イ　実態調査・課題分析を踏まえ、地域における共通の目標を設定
し、関係者間で共有するとともに、その達成に向けた具体的な
計画を作成
ウ　計画に基づき、地域の介護資源の発掘や基盤整備、多職種連携の推進、効率的なサービス提供等、自立支援や介護予防に向けた様々な取り組みを推進
エ　取り組みの実績を評価し、計画について必要な見直しを実施


②医療・介護連携推進等
日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れや看取り・ターミナル等の機能と、生活施設としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設「介護医療院」が創設されます。また、現行の介護療養型医療施設の経過措置期間については、６年間さらに延長されることなりました。
高度急性期から在宅医療・介護までの一連的なサービス提供体制の一体的な確保を図るため、都道府県が作成する医療計画、介護保険事業支援計画との整合性をこれまで以上に確保することが必要となりました。
③地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進
市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉の各分野における共通事項を定め、地域福祉計画が上位計画として位置づけられます。
地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者による把握及び関係機関との連携等による解決が図られることをめざす旨が明記されました。（「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念を規定）
高齢者と障害のある人がサービスを受けやすくするため、高齢者と障害者をともに受け入れる「共生型サービス」が介護保険と障害福祉両方の制度に位置づけられました。ホームヘルプ（訪問介護、居宅介護、重度訪問介護）、デイサービス（通所介護、生活介護）、ショートステイ（短期入所生活介護、短期入所）の３つの類型でサービス提供が平成30年度(2018年度)から始まります。
２．計画の位置づけと期間
（１）計画の位置づけ
本計画は、老人福祉法（第20条の８）、介護保険法（第117条）に基づき、「高齢者福祉計画」と「介護保険事業計画」を一体的に策定するもので、日高村の高齢者に関わる福祉施策をはじめ、生きがいづくりや支えあいの地域づくり、生活環境づくりなど関連施策の方向性と、介護保険サービス見込量及び介護保険料について明らかにしていくものです。
また、国や県の福祉関連計画の内容を十分に踏まえながら、行政執行の指針である「第五次日高村総合振興計画（ひだかスマイルプラン）」における高齢者福祉分野に関する計画として位置づけ、関連計画等との整合・調整を図りながら策定しています。
計画の位置づけ
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（２）計画の期間
本計画の期間は、平成30年度(2018年度)から平成32年度(2020年度)までの３年間とします。
なお、介護保険料については、計画期間を通じて財政の均衡を保つものでなければならないとされているため、次回は平成32年度(2020年度)に見直しを行い、平成33年度(2021年度)から平成35年度(2023年度)までを計画期間とする新たな計画を策定することとなります。
計画の期間
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	次期計画の対象期間


（３）日常生活圏域の設定
介護保険事業計画では、認知症高齢者やひとり暮らし高齢者などが住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、高齢者が日常生活を営んでいる地域を中心に、必要な介護保険サービス等の基盤整備のあり方を明らかにするため、地域特性に応じた日常生活圏域を定める必要があります。
日常生活圏域の設定にあたっては、在宅での生活を望む要介護・要支援高齢者が、住み慣れた地域でのつながりを失うことなく、なじみのスタッフによる必要なサービスが提供されることや、要介護状態になるおそれのある高齢者を発見し、適切なサービスにつないでいくなど、地域との密接な関係を維持し、様々なサービスを継続的・包括的に提供できることが必要となります。
この計画では、村域面積が比較的狭いこと、人口規模が国の想定する「日常生活圏域」の規模（対象人口２～３万人）を下回っていることなどを踏まえ、日高村全域を１つの日常生活圏域として設定しました。
３．計画の策定体制
計画の策定にあたり、介護保険被保険者や認定者の生活実態等を明らかにするため、村内の高齢者を対象とするアンケート調査等を実施し、これらの調査結果を地域における計画策定の基礎資料としました。
策定作業としては、高齢者福祉事業、介護保険事業に関わる実務担当者により施策の現状把握や課題の整理、素案の作成・検討を行い、住民（被保険者）の代表や保健福祉関係の学識経験者によって構成される策定委員会において、素案を審議・策定しました。
○被保険者に対する実態調査の実施
計画策定にあたって、高齢者の生活実態や意向等を把握するため、平成29年(2017年)３月に、65歳以上で要介護１以上の認定を受けていない人を対象としてアンケート形式による「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」（回答数1,182人、有効回答率70.5％）を実施しました。
また、平成29年(2017年)３月に、在宅で生活されている要介護、要支援認定を受けている方のうち、認定更新及び変更申請をされた方に調査員による聞き取りでの「在宅介護実態調査」（回答数155人）を実施し、その結果を計画づくりに反映しました。
○策定委員会による検討・審議
社会福祉協議会やサービス事業者などの保健・医療・福祉関係者、介護保険被保険者代表、学識経験者、行政関係者などからなる「日高村高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員会」において、施策の方向性や計画案に対する意見をいただきました。
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１．要介護・要支援認定者の状況
日高村の要介護・要支援認定者数は、近年横ばい状況にあり、平成29年(2017年)９月末現在393人で、第１号被保険者が384人、第２号被保険者が９人となっています。このうち第１号被保険者についてみると、認定者数は平成24年(2012年)９月末と比べて23人、6.4％の増加となっています。
介護度別に認定者数の推移をみると、各介護度によって増減傾向にばらつきが見られますが、平成24年(2012年)９月末の認定者数のうち、42.2％が要介護１・２の認定者となっています。
第１号被保険者数及び要介護・要支援認定者数（第１号被保険者）の推移
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資料：介護保険事業状況報告（９月末現在）
介護度別要介護・要支援認定者数（第１号被保険者）の推移
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資料：介護保険事業状況報告（９月末現在）
第１号被保険者に占める要介護・要支援認定者の割合（認定率）の状況をみると、日高村は約19％で、高知県の平均よりやや高い水準にあります。
認定率の全国・高知県・近隣自治体との比較（平成29年(2017年)９月末）
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資料：厚生労働省 地域包括ケア「見える化」システム（介護保険事業状況報告）
平成27年度(2015年度)の認定者について介護が必要となった原因疾患をみると、認知症が最も多く、これに次ぐ脳血管疾患、関節疾患が三大疾患となっています。
介護認定者の原因疾患（平成27年度(2015年度)）
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介護度別に原因疾患の割合をみると、要支援１・２では「関節疾患」が多く、要介護１になると「認知症」の占める割合が高くなり、介護度が重度になるにつれて「脳血管疾患」の占める割合が高くなる傾向がみられます。
介護度別での原因疾患の割合（平成27年度(2015年度)）
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要介護５

認知症 脳血管疾患 関節疾患 転倒・骨折 悪性新生物 心疾患 その他


要介護認定後１年間で介護度がどのように変化するかを５期間を通じて調べたところ、日高村では、59％の人が介護度が変わらず、30％の人が介護度が進行、11％の人が介護度が軽減しており、差し引きすると約５年で認定者全員の介護度が１つ上がるという比較的緩やかな状況で推移しています。
１年間の要介護度の動き
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計 -5 -4 -3 -2 -1 0 計 +1 +2 +3 +4 +5 +6

平成24～25年 359 33 1 8 24 231 95 68 22 3 1 1 9.2% 64.3% 26.5%

平成25～26年 360 33 1 3 6 23 226 101 63 24 11 1 2 9.2% 62.8% 28.1%

平成26～27年 367 48 1 13 34 200 119 88 20 7 4 13.1% 54.5% 32.4%

平成27～28年 374 40 1 9 30 199 135 85 29 16 3 2 10.7% 53.2% 36.1%

平成28～29年 383 50 2 4 3 41 232 101 66 24 6 2 3 13.1% 60.6% 26.4%

（単位：人）

平均値 11.0% 59.1% 29.9%



比較可能な

認定者

要介護度の変化 ％

軽減 進行

軽減 維持 進行


第６期計画で見込んだ平成27年度(2015年度)から平成29年度(2017年度)の要介護・要支援認定者数について、実績値と比較した結果は下表のとおりです。
第６期計画では認定者数が増えるものと見込んでいましたが、実際には認定者数の横ばい状況が続き、平成29年度(2017年度)の認定者総数は計画値の85.8％となっています。
要介護・要支援認定者数の第６期計画値と実績値
	（単位：人）
	平成27年度(2015年度)
	平成28年度(2016年度)
	平成29年度(2017年度)

	
	計画値
	実績値
	計画値
	実績値
	計画値
	実績値

	認定者総数
	427
	398
	439
	404
	458
	393

	うち要支援１
	41
	39
	43
	36
	34
	31

	　　要支援２
	23
	34
	23
	30
	25
	31

	　　要介護１
	107
	77
	120
	66
	130
	90

	　　要介護２
	74
	78
	75
	75
	76
	73

	　　要介護３
	54
	61
	50
	69
	49
	61

	　　要介護４
	61
	56
	65
	71
	74
	60

	　　要介護５
	66
	53
	65
	57
	68
	47


※各年度とも９月末時点
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医

 

療

 

「あれっ？」認知症かも… 

「ご飯食べたっけ？」 

「日付や曜日が分からなくなってきた…」 

日常生活に支障がでてきた… 

「時間や場所が分からなくなってきた」 

「服を着ることなどができなくなってきた」 

徘徊や暴言が出てきて

ちょっと大変… 

気づき 

    

 

かかりつけ医・こうちオレンジドクター 

 

 

認知症疾患医療センター 

（高知鏡川病院 等） 

 

 

  

発見・紹介 

  

治療の助言 

■電話等で精神保健福祉士等による専門医療相談が受けられます。 

■認知症かどうかの診断やそれに基づく初期対応等を行います。 

 (原則としてかかりつけ医の紹介状が必要です) 

■オレンジドクターは、皆さんが日頃から受診されている 

かかりつけ医で、認知症に関する研修を修了した医師です。 

■詳しくは、地域包括支援センター （ＴＥＬ：２４－５１９７）

にお問い合わせください。 

 

認知症の 

進行の例

 

 

診療

 

   

 

治 療 

 

相談     

・

 

 

 

特別養護老人ホーム等 

入所施設 

 

 

 

 

地域の

サービ

ス

 

 

 

グループホーム 

介護保険サービス

 

  短期入所 

 

高齢者や認知症の方などを介

護されている方々が、介護の経

験を共有したり、日頃の思いを

語り合う場です。  

 

地域住民と関係機関に

よる個別の支援ネット

ワークです

。 

近所の方に 

見守ってほし

い 

介護者家族の会 

介護保険の申請等 

※ 詳しくは 

役場健康福祉課まで 

お問い合わせください。 

（ ）

 

 

・地域包括支援センター 

・在宅介護支援センター 

・あったかふれあいセンター 

※ 裏面をご覧ください。 

相談機関 

○最近の出来事が思い出せない 

○同じ質問を何度もする 等 

居宅サービス 

 

※ 詳しくは、社会福祉協議会までお問い合わせください。 

（ ）

 

 

 

 

月1回程度、精神科医による相談日を設けていま

す。 

病院に行くほどではないけれど気になる方や、受

診につながりにくい方などの相談に応じていま

す。 

必要に応じて訪問もできます。 

※ 詳しくは保健センターにお問い合わせくだ

さい。（ ） 

 

もの忘れがひどくなってき

ているみたいで不安… 

診察してもらいたいけど 

病院に行きたがらない… 

心の相談日

 

見守り支援ネットワーク 

 

認知症になっても 

ずっと日高村で 

暮らすために

 

 

 

 

 

 

 

 

徘徊高齢者等ＳОＳ 

ネットワーク事業 

ＧＰＳ機能付き携帯機器購入補助 

※ 裏面をご覧ください。 

 

徘徊が心配…… 

帰れなくなったら 

どうしよう 

 

 

 

 

 


３．介護保険事業の実施状況
（１）介護保険サービス受給者の状況
介護保険サービスの受給者数（利用者数）については横ばい状況が続いていましたが、近年やや増加しています。
サービスの種類別にみると、居宅（介護予防）サービスの受給者数は横ばい状況が続き、地域密着型（介護予防）サービスについては地域密着型通所介護への移行に伴い、平成28年(2016年)より受給者数が増加しました。また、施設サービスについては増減を繰り返しています。
サービス種類別受給者数の推移（重複含む）
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資料：介護保険事業状況報告（現物給付(９月サービス分)・償還給付(10月支出決定分)、平成29年(2017年)は現物給付(７月サービス分)・償還給付(８月支出決定分)）
介護度別にみると、要介護１や要介護２の占める割合が高くなり、要支援１・２や要介護５の受給者数が減少しています。
要介護度別受給者数の推移
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資料：介護保険事業状況報告（現物給付(９月サービス分)・償還給付(10月支出決定分)、平成29年(2017年)は現物給付(７月サービス分)・償還給付(８月支出決定分)）
第１号被保険者に占める介護保険サービス受給者の割合（受給率）の状況をみると、日高村は全国や高知県の平均より高い水準となっており、施設サービスの占める割合が高くなっています。
受給率の全国・高知県・近隣自治体との比較（平成29年(2017年)７月利用分）
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資料：厚生労働省 地域包括ケア「見える化」システム（介護保険事業状況報告）
介護保険サービスのうち、施設サービスと居住系サービスの利用者数について第６期計画で見込んだ利用者数と実績値を比較した結果は下表のとおりです。
施設サービスの利用者は毎年増加しており、計画で見込んだ値を大きく上回る状況となっています。また、居住系サービスについては、ほぼ計画で見込んだとおりとなっています。
施設・居住系サービスの月あたり利用者数（第６期計画値と実績（見込）値）
	（単位：人）
	平成27年度(2015年度)
	平成28年度(2016年度)
	平成29年度(2017年度)

	
	計画値
	実績値
	計画値
	実績値
	計画値
	実績見込

	施設サービス
	介護老人福祉施設
	54
	45
	54
	52
	54
	55

	
	介護老人保健施設
	11
	16
	11
	15
	11
	17

	
	介護療養型医療施設
	18
	16
	17
	17
	16
	17

	
	計
	83
	77
	82
	84
	81
	89

	居住系サービス
	特定施設入居者生活介護
	2
	4
	3
	3
	3
	3

	
	認知症対応型共同生活介護
	26
	26
	26
	26
	26
	27

	
	計
	28
	30
	29
	29
	29
	30

	合　計
	111
	107
	111
	113
	110
	119


※実績（見込）値については、各年度の月あたり平均利用者数。居住系サービスについては予防給付分を含みます。また、計画で見込まず実績のないサービスについては記載を割愛しています。
資料：地域包括ケア「見える化」システム（介護保険事業状況報告）
要介護１以上の人を対象とする居宅サービス及び地域密着型サービス（居住系サービスを除く）の利用者数について第６期計画で見込んだ利用者数と実績値を比較した結果は下表のとおりです。
通所介護は、地域密着型通所介護の創設に伴い利用者数の減少を見込んでいましたが、実際には両者を合わせて利用者が増加しています。また、居宅介護支援や訪問看護、居宅療養管理指導、福祉用具貸与などで、計画で見込んでいた利用者数を上回っています。
居宅・地域密着型サービスの月あたり利用者数（第６期計画値と実績（見込）値）
	（単位：人）
	平成27年度(2015年度)
	平成28年度(2016年度)
	平成29年度(2017年度)

	
	計画値
	実績値
	計画値
	実績値
	計画値
	実績見込

	居宅サービス
	訪問介護
	65
	57
	63
	60
	64
	60

	
	訪問入浴介護
	3
	1
	4
	1
	4
	0

	
	訪問看護
	8
	10
	10
	11
	10
	15

	
	訪問リハビリテーション
	2
	3
	2
	2
	3
	1

	
	居宅療養管理指導
	9
	12
	11
	14
	11
	17

	
	通所介護
	86
	99
	59
	81
	58
	90

	
	通所リハビリテーション
	37
	32
	37
	35
	37
	36

	
	短期入所生活介護
	31
	25
	32
	31
	33
	32

	
	短期入所療養介護
	2
	3
	2
	3
	2
	2

	
	福祉用具貸与
	95
	95
	90
	100
	90
	100

	
	特定福祉用具購入費
	3
	3
	3
	2
	3
	2

	
	住宅改修費
	2
	3
	2
	2
	3
	2

	地域密着型サービス
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	夜間対応型訪問介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	認知症対応型通所介護
	5
	3
	5
	4
	4
	7

	
	小規模多機能型居宅介護
	0
	0
	0
	1
	0
	3

	
	看護小規模多機能型居宅介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	地域密着型通所介護
	
	
	30
	16
	29
	13

	居宅介護支援
	159
	162
	153
	173
	155
	178


※実績（見込）値については、各年度の月あたり平均利用者数。
資料：地域包括ケア「見える化」システム（介護保険事業状況報告）
要支援１・２の方を対象とする介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービス（居住系サービスを除く）の利用者数について第６期計画で見込んだ利用者数と実績値を比較した結果は下表のとおりです。
介護予防訪問介護と介護予防通所介護は、平成29年度(2017年度)に介護予防・日常生活支援総合事業へ移行しました。
介護予防サービス等の月あたり利用者数（第６期計画値と実績（見込）値）
	（単位：人）
	平成27年度(2015年度)
	平成28年度(2016年度)
	平成29年度(2017年度)

	
	計画値
	実績値
	計画値
	実績値
	計画値
	実績見込

	介護予防サービス
	介護予防訪問介護
	6
	16
	1
	8
	0
	0

	
	介護予防訪問入浴介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	介護予防訪問看護
	3
	2
	3
	2
	3
	2

	
	介護予防訪問リハビリテーション
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	介護予防居宅療養管理指導
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	介護予防通所介護
	13
	17
	6
	6
	0
	0

	
	介護予防通所リハビリテーション
	5
	6
	4
	2
	4
	7

	
	介護予防短期入所生活介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	介護予防短期入所療養介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	介護予防福祉用具貸与
	13
	21
	12
	20
	10
	22

	
	特定介護予防福祉用具購入費
	1
	1
	2
	1
	2
	1

	
	介護予防住宅改修費
	1
	1
	1
	1
	1
	2

	地域密着型介護予防
サービス
	介護予防認知症対応型通所介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	介護予防小規模多機能型居宅介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	介護予防支援
	29
	44
	25
	31
	17
	24


※実績（見込）値については、各年度の月あたり平均利用者数。
資料：地域包括ケア「見える化」システム（介護保険事業状況報告）
（２）介護保険事業における給付費の状況
近年の介護保険サービス給付費の状況は次のとおりです。平成26年度(2014年度)以降、延べ利用者数と給付費の増加基調が続いています。
介護給付費の実績
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※延べ利用者数は、介護保険施設、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、居宅介護支援、介護予防支援の月平均利用者数に12を乗じて算出
資料：介護保険事業状況報告
居宅（介護予防）サービス、地域密着型（介護予防）サービス、施設サービス等を合わせた平成28年度(2016年度)の総給付費は約５億9,700万円となっています。
サービスごとの内訳をみると、施設サービスが約２億5,400万円と最も多く、42.5％を占めています。これに次いで、居宅（介護予防）サービスが約２億900万円、地域密着型（介護予防）サービスが約１億1,200万円となっています。
第６期計画で見込んだ平成27年度(2015年度)と平成28年度(2016年度)の介護保険サービス給付費について、実績値と比較した結果は下表のとおりです。各年度の総給付費の計画値に占める実績値の割合は、平成27年度(2015年度)が99.0％、平成28年度(2016年度)が104.7％となっています。
介護保険サービス給付費の第６期計画値と実績（見込）値
	（単位：千円）
	平成27年度(2015年度)
	平成28年度(2016年度)

	
	計画値
	実績値
	計画値
	実績値

	総給付費
	602,343
	596,465
	597,408
	625,607

	介護給付費
	590,803
	581,176
	590,763
	617,287

	
	居宅サービス
	226,823
	234,959
	202,154
	230,052

	
	地域密着型サービス
	78,640
	78,136
	111,678
	101,040

	
	施設サービス
	261,360
	243,366
	253,800
	259,388

	
	居宅介護支援
	23,980
	24,715
	23,131
	26,807

	予防給付費
	12,770
	15,289
	8,511
	8,320

	
	介護予防サービス
	11,264
	12,953
	7,230
	6,662

	
	地域密着型サービス
	0
	0
	0
	0

	
	介護予防支援
	1,506
	2,336
	1,281
	1,658


※端数処理の関係上、各費用額の計は一致しない場合があります。
資料：地域包括ケア「見える化」システム（介護保険事業状況報告）
３．高齢期の暮らしや介護に関わる実態と意識
計画の策定にあたって実施した「高齢期の健康と福祉に関するアンケート調査」の集計結果を総括すると、次のとおりとなります。
（１）調査方法と回収状況
高齢者の生活状況や介護サービスの利用意向、介護保険制度、保健福祉施策等に対する意見を把握し、今後の高齢者施策の立案に必要な資料を得るために、２種類のアンケート調査を実施しました。
調査の方法と回収状況、回答者の主な属性
	調査名
	調査対象
	調査方法
	調査期間

	介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
	65歳以上で要介護認定を受けていない人　1,676名
	郵送による
配付・回収
	平成29年(2017年)
３月

	在宅介護実態調査
	在宅で生活をしている要介護、要支援認定を受けている方のうち、更新申請・区分変更申請された方　219名
	認定調査員による聞き取り及び郵送による配布・回収
	平成29年(2017年)
３月


	調査名
	対象数
	有効回収数
	有効回収率

	介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
	1,676件
	1,182件
	70.5％

	在宅介護実態調査
	219件
	155件
	70.7％


	※　アンケート調査結果の各設問の母数ｎ(Numberofcaseの略)は、設問に対する有効回答者数を意味します。
※　各選択肢の構成比(％)は、小数点第２位以下を四捨五入しています。このため、択一式の回答については構成比の合計が100％にならない場合があります。また、複数回答が可能な設問の場合、選択肢の構成比の合計が100％を超える場合があります。
※　グラフ中の数字は、特に断り書きのない限りすべて構成比を意味し、単位は％です。
※　属性別クロス集計のグラフ・集計表には、属性が無回答であったサンプルの集計結果を割愛しています。


（２）主な調査結果
①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の主な結果
《回答者本人や家族の状況》
回答者の世帯構成は、単身世帯が19.1％、夫婦のみ世帯が40.9％、子ども世代との同居などその他の世帯が31.4％となっています。
◆家族構成をお教えください。
[image: image15.emf]36.2 16.4 15.0 19.1 4.7 8.6
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全体(n=1,182)

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上） 夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下）

息子・娘との２世帯 その他 無回答


普段の生活で何らかの介護・介助が必要な人は、全体の13.9％を占めています。
◆あなたは、普段の生活でどなたかの介護・介助が必要ですか。
（単位：％）
	対象者
	n
	介護・介助は必要ない
	何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない
	現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合を含む）
	無回答

	全体
	1,182
	82.0
	8.1
	5.8
	4.1

	認定を受けていない人
	1,138
	84.5
	7.7
	3.6
	4.1

	要支援認定者・総合事業対象者
	44
	15.9
	18.2
	61.4
	4.5


	高齢者のみで暮らす世帯が55％を占めています。また、調査対象には要支援認定を受けている人も含みますが、何らかの介護・介助が必要な人が回答者の約７人に１人を占めています。
地域には加齢により生活のしづらさを感じている世帯や、「老老介護」の状態にありながら、家族の力だけで介護を続けることが困難となりつつある世帯も少なからずいるものと推察されます。そのため、今後、地域での支えあいを含めた、見守りや日常生活の支援がより一層重要になるものと考えられます。


《外出や転倒の状況》
昨年より外出の回数が減っている人は18.4％みられます。
◆昨年と比べて外出の回数が減っていますか。
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外出を控えている人は全体の17.7％を占め、年齢が高くなるほど多くみられます。
◆外出を控えていますか。
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外出を控えている理由として足腰などの痛みが53.1％を占めています。
◆外出を控えている理由は、次のどれですか。
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(%)

全体(n=209)


外出する際の移動手段として、自動車（自分で運転）をあげる人が59.1％と過半数を占めています。
◆外出する際の移動手段は何ですか。
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過去１年間に転倒した経験のある人は全体の29.5％となっています。
◆過去１年間に転んだ経験がありますか。
[image: image20.emf]18.6 10.9 64.8 5.7
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転倒に対して不安を抱く人は「とても不安」「やや不安」を合わせて44.8％みられます。
◆転倒に対する不安は大きいですか。
[image: image21.emf]29.9 21.2 14.9 28.6 5.4
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	加齢とともに外出の回数が減り、閉じこもりがちとなっています。また、外出を控えている理由として足腰などの痛みをあげる人がとりわけ多く、高齢者の転倒に対する不安が高くなっています。こうしたことから運動器の機能が低下しがちな高齢者に対して、その機能を維持するための取り組みが一層重要です。
外出の際の移動手段として自分で自動車を運転している人が59％と、徒歩や自転車等を上回る割合となっています。車に頼って運動器の機能を低下させる高齢者が少なからずいると思われるとともに、将来、運転免許証を返納した際の移動手段をどのように確保していくのかが今後の課題となります。


《食事や口腔機能の状況》
身長と体重を尋ねて体格指数を算出したところ、肥満状態にある人は全体の23.0％を占めています。
◆身長と体重をご記入ください。（身長・体重から算出されたＢＭＩ[体格指数]）
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自分の歯が20本以上ある人の割合は42.3％となっています。
◆歯の数と入れ歯の利用状況をお教えください。
[image: image23.emf]27.7 9.1 14.6 37.3 11.3
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無回答


家族などと毎日食事をとっていない人は41.7％みられます。
◆どなたかと食事をともにする機会はありますか。
[image: image24.emf]10.0 8.7 5.7 53.0 17.3 5.3
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	肥満状態にある人が23％みられ、人と一緒に食事をとらない「孤食」の傾向にある人も40％以上となっています。
また、口腔機能が低下していると思われる人は、加齢とともに増加する傾向にあることから、かかりつけの歯科医の普及ともども高齢期の口腔ケアの重要さについて広報・啓発を行っていくことが必要です。


《健康状態や介護予防に関する意識》
現在の健康状態について尋ねたところ、「とてもよい」「まあよい」を合わせて70.0％の人がよいと答えています。
◆現在のあなたの健康状態はいかがですか。
[image: image25.emf]63.2 2.5 6.8 17.6 9.9
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治療中か後遺症のある病気を尋ねたところ、高血圧が45.9％と最も多く、次いで目の病気が17.2％、筋骨格の病気が16.1％の順となっています。
◆現在治療中、または後遺症のある病気はありますか。※上位８項目
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12.4

9.8

9.0

7.4

7.4

45.9

17.2

0 10 20 30 40

高血圧

目の病気

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

心臓病

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

 

(%)

全体(n=1,182)


健康についての記事や番組に関心のある人が84.1％となっています。
◆健康についての記事や番組に関心がありますか。
[image: image27.emf]84.1 9.4 6.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,182)

はい いいえ 無回答


	現在の健康状態はよいと思う人が多い一方、生活習慣病にかかっている人がかなりの割合でみられます。
しかし、健康づくりや介護予防に対する関心は高いと思われることから、今後は健康づくりについて得た知識を高齢者自らが実践し、そのことを通じて健康づくりや介護予防につなげていくことが必要です。


《認知症に関する状況と意識》
物忘れが多いと感じているなど、認知症の症状が疑われる人は、年齢が高くなるほど割合も高まる傾向にあります。
◆物忘れが多いと感じますか。
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◆今日が何月何日かわからない時がありますか。
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	加齢に伴って認知機能の低下も進みがちです。こうした状況を背景として認知症予防についての住民の関心が高まっているものと思われます。
高齢者が地域で安心して暮らせるよう、認知症に対する正しい理解の普及や地域ぐるみで本人・家族を支えていくような体制づくりが今後さらに必要となります。


《生きがいづくりや社会参加の状況》
趣味があると答えた人は65.4％、生きがいがあると答えた人は58.0％となっていますが、年齢が高くなるにつれて割合が低くなる傾向にあります。
◆趣味はありますか。
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52.2 29.7 18.1

65.4

71.2

22.3

21.7

18.9

12.9

14.6

9.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1,182)

65～74歳(n=593)

75～84歳(n=403)

85歳以上(n=182)

趣味あり 思いつかない 無回答


◆生きがいはありますか。
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健康づくりや趣味等のグループ活動など地域住民による活動に『参加者』として参加する意向を示す人は「是非参加したい」「参加してもよい」を合わせて47.7％となっています。また、『お世話役』として参加意向を示す人は23.6％にとどまり、58.7％の人は「参加したくない」と答えています。
◆地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきいきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加してみたいと思いますか。
[image: image32.emf]41.5 6.2 35.2 17.1
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是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答


◆地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきいきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営（お世話役）として参加してみたいと思いますか。
[image: image33.emf]21.6
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是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答


	多様な趣味活動に親しむ人がいる一方で、自らの生きがいを尋ねられて思いつかない人が40％近くを占めています。趣味活動や文化・学習・スポーツ活動、ボランティア活動、就労、様々な人々との交流など、多様な社会参加の機会を提供し、高齢者の生きがいづくり図っていくことが重要です。
ボランティア活動については、身近な地域の中のちょっとした取り組みから活動参加者の輪を徐々に広げていくようなアプローチが必要です。また、現在は参加意向が低い、「お世話役」としての参加者を増やしていき、住民による主体的な活動を育んでいくことが望まれます。


《相談の状況》
家族や友人・知人以外の相談先としては、医師・歯科医師・看護師が30.3％、社会福祉協議会・民生委員・児童委員が14.1％、地域包括支援センター・役所・役場が13.1％となっています。
◆家族や友人･知人以外で、何かあったときに相談する相手を教えてください。
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	そのような人がいないと答えた人が24.7％、無回答が21.4％と、家族や友人以外には相談相手がいない高齢者があわせて46.1％を占めています。そのため、今後は、地域の様々な人とのつながりや助けあうことの重要さを啓発し、地域での助けあいを促すなどの取り組みが重要と考えられます。


②在宅介護実態調査の主な結果
《認定者本人の主な属性》
認定者本人の主な属性は、女性が64.5％、80歳以上が73.6％、要介護１・２の人が52.9％、認知症高齢者の日常生活自立度がⅠ・Ⅱａ・Ⅱｂの人があわせて62.0％となっており、回答者の83.2％が家族や親族からの何らかの介護を受けています。
◆本人の性別
[image: image35.emf]35.5 64.5
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◆本人の年齢
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◆要介護度（二次判定結果）
[image: image37.emf]27.7 14.2 5.2 11.6 11.6 25.2
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 無回答


◆認知症高齢者の日常生活自立度
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◆ご家族やご親族の方からの介護は、週にどのくらいありますか。
[image: image39.emf]9.7 14.2 60.6 3.2 9.7
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ほぼ毎日ある 週に３～４日ある 週に１～２日ある 家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない ない 無回答


世帯類型をみると、単身世帯が32.9％、夫婦のみ世帯が23.2％を占めています。
◆世帯類型について、ご回答ください。
[image: image40.emf]32.9 23.2 43.2 0.6
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単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答


《主な介護者の属性》
主な介護者は、子が41.9％、次いで配偶者が29.5％、子の配偶者が16.3％となっており、女性が69.8％、70歳以上が34.2％を占めています。
◆主な介護者の方は、どなたですか。
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◆主な介護者の方の性別について、ご回答ください。
[image: image42.emf]29.5 69.8
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男性 女性 無回答


◆主な介護者の方の年齢について、ご回答ください。
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住宅改修や福祉用具貸与・購入以外の介護保険サービスを利用している人は80.0％を占めています。
◆現在、（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービスを利用していますか。
[image: image44.emf]80.0 16.8 3.2
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利用している 利用していない 無回答


現時点で施設等への入所・入居申し込みを既にしている人は7.1％で、検討中の人が15.5％となっています。
◆現時点での、施設等への入所・入居の検討状況について、ご回答ください。
[image: image45.emf]7.1 15.5 69.7 7.7
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すでに入所・入居申し込みをしている 入所・入居を検討している 入所・入居は検討していない 無回答


今後の在宅生活の継続に向けて、何らかの支援・サービスが必要と感じている人は34.2％で、内容別にみると移送サービスが15.5％、外出同行が12.3％、見守り、声かけが9.7％などとなっています。
◆今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（現在利用しているが、さらなる充実が必要と感じる支援・サービスを含む）について、ご回答ください。
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	認定者本人は80歳以上が多くを占め、認知症の症状が出始めた人が多くみられます。一方、介護者の年齢も60歳以上が70％以上を占めており、単身世帯や高齢夫婦のみ世帯が過半数を占めるなど、いわゆる「老老介護」の状態にある家庭が多いことがうかがえます。
家庭における介護力が低下し、在宅介護が困難となりつつある世帯も含まれるものと推察され、今後はこうした状況も踏まえて、要介護・要支援高齢者の生活支援体制づくりについて取り組んでいく必要があるものと思われます。


《認知症の人への対応》
現在抱えている傷病について尋ねたところ、認知症が32.9％、脳血管疾患が21.9％、心疾患と筋骨格系疾患がそれぞれ20.0％の順となっています。
◆ご本人が、現在抱えている傷病について、ご回答ください。[上位８項目]
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現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者が不安に感じる介護等として、認知症への対応が24.0％と２番目に多くを占めています。
◆現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護等について、ご回答ください（現状で行っているか否かは問いません）。[上位９項目]
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	認知症の症状を有する人が33％を占め、主な介護者が不安に感じる介護等についても認知症への対応が上位にあるなど、全国的な傾向と一致しています。
地域包括ケアシステムの構築にあたって、認知症施策の推進は重点的な取り組みとして位置づけられており、日高村としても認知症に対する正しい理解の普及に努めるとともに、認知症について気軽に相談できる体制づくりや、認知症の本人・家族を地域で支えていく体制づくりを進めていく必要があります。


《仕事と介護の両立と介護離職の状況》
介護者の勤務形態は、フルタイムで働いている人が16.3％、パートタイムが19.4％で、合わせて35.7％となっています。
◆主な介護者の方の現在の勤務形態について、ご回答ください。
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フルタイムで働いている パートタイムで働いている 働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない 無回答


介護を主な理由として過去１年間に離職した主な介護者は6.2％となっています。
◆ご家族やご親族の中で、ご本人（認定調査対象者）の介護を主な理由として、過去１年の間に仕事を辞めた方はいますか（現在働いているかどうかや、現在の勤務形態は問いません）。
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介護をするために何らかの形で働き方の調整をしている人は65.2％で、労働時間を調整している人が多くを占めています。
◆主な介護者の方は、介護をするにあたって、何か働き方についての調整等をしていますか。
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今後の仕事と介護の両立については、「問題なく、続けていける」が13.0％、「問題はあるが、何とか続けていける」が71.7％と、合わせて84.7％が続けていけると答えています。
◆主な介護者の方は、今後も働きながら介護を続けていけそうですか。
[image: image52.emf]13.0 71.7

2.2

4.34.34.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=46)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
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	介護者の多くは60歳以上ということもあり、働いている介護者自体が36％にとどまっています。その上で働いている介護者の80％以上が仕事と介護の両立をしていけると答えています。
しかし、なかには両立が難しいという人や実際に仕事を辞めたり転職した人も皆無ではなく、介護者の就労と介護の両立への支援のあり方について、日高村としても今後検討していく必要があります。



[image: image53]
１．重点項目
～地域包括ケアシステムの深化・推進～
日高村では、第６期計画より村の実情に即した地域包括ケアシステムの充実を進めています。地域包括支援センターを拠点として、介護サービス事業所、地域の保健・医療・福祉関係機関やあったかふれあいセンターとの連携と情報共有を図り、サービスを必要とする高齢者の早期発見・対応や適切な支援、サービス提供を図るなど、地域をあげて高齢者を支える体制づくりを進めていきます。
日高村地域包括ケアシステムのイメージ
[image: image54.emf]     

 

地域型在宅介護支援センター  

あったかふれあいセンター  

社会福祉協議会  

    地域包括支援センター  

介護保険 

居宅介護支援事業所 

グループホーム  

介護サービス事業所 

介護保険施設  

行政機関 市町村（保健・福祉・介護保険担当職員） 県（保健所） 

小地域見守りネットワーク  

緊   急   通   報   協力員  

各   種   ボラン ティア  

老   人   クラブ  

民   生   児   童   委   員  

福   祉   委   員  

 

ＮＰＯ  

ケアマネ ージャー  

行政機関  

事業所  

地域ケア会議  

消防署 

警察署 

地域包括   支援センター   運営協議会  

医療機関 

支援を必要とする人やその家族  


２．高齢者等の将来推計
（１）被保険者数の推計
人口推計は、平成24年(2012年)から平成29年(2017年)までの９月末現在の住民基本台帳人口を実績人口として、コーホート変化率法により予測を行いました。
これによると、日高村の総人口は、平成29年(2017年)９月末現在の5,114人から減少を続け、計画期間最終年度の平成32年度(2020年度)には4,837人、いわゆる「団塊の世代」が後期高齢者となる平成37年度(2025年度)には4,378人になるものと推計されます。
このうち、介護保険第１号被保険者となる65歳以上人口は、平成29年(2017年)９月末現在の2,064人から平成32年度(2020年度)に2,071人、平成37年度(2025年度)には1,989人になるものと推計されます。
また、高齢化率は平成29年(2017年)９月末現在の40.4％から平成32年度(2020年度)には42.8％、平成37年度(2025年度)には45.4％に上昇するものと思われます。
年齢区分別人口の実績と推計
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資料：住民基本台帳（平成27年(2015年)～29年(2017年)９月末現在）、日高村推計（平成30年(2018年)以降）
（２）介護や支援の必要な人の今後の見通し
人口推計結果とこれまでの被保険者数に対する要介護・要支援認定者数の出現率等から、平成30年度(2018年度)以降の推計を行いました。
その結果、要介護・要支援認定者数は、平成29年度(2017年度)９月末の393人から増加傾向が続き、計画期間最終年度の平成32年度(2020年度)で425人、平成37年度(2025年度)で443人に増加すると推計されます。
要介護度別の要介護・要支援認定者数の推計結果（人）
	
	平成27年
(2015年)
	平成28年
(2016年)
	平成29年
(2017年)
	平成30年
(2018年)
	平成31年
(2019年)
	平成32年
(2020年)
	平成37年
(2025年)

	第１号被保険者
	389
	393
	384
	390
	396
	401
	418

	要介護度別
	要支援１
	38
	36
	31
	28
	25
	28
	27

	
	要支援２
	34
	30
	30
	32
	36
	33
	35

	
	要介護１
	76
	66
	90
	101
	105
	103
	114

	
	要介護２
	75
	71
	72
	70
	74
	80
	83

	
	要介護３
	59
	68
	59
	59
	62
	65
	68

	
	要介護４
	56
	70
	60
	62
	61
	62
	63

	
	要介護５
	51
	52
	42
	38
	33
	30
	28

	第２号被保険者
	9
	11
	9
	13
	19
	24
	25

	総　数
	398
	404
	393
	403
	415
	425
	443


※第２号被保険者については、地域包括ケア「見える化」システムの将来推計機能で自動的に推計値が算出され、保険者独自の判断で施策反映等の処理が行えない仕様となっていますが、村の実情を踏まえて考えると、推計値ほど認定者数は増加しないものと判断されます。
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１．施策の体系
	健康でだれもが安心して暮らせる思いやりのある村づくり
	
	１
いきいき健康づくり
	
	(1)健康づくりの推進

	
	
	
	
	(2)介護予防活動の推進

	
	
	
	
	(3)生きがいづくりの推進

	
	
	
	
	
	

	
	
	２
みんなが安心して暮らせる村づくり
	
	(1)高齢者福祉サービスの充実

	
	
	
	
	(2)地域包括ケアシステムの充実

	
	
	
	
	(3)高齢者の権利擁護の充実

	
	
	
	
	(4)災害時を含めた生活安全対策の充実

	
	
	
	
	
	

	
	
	３
質の高い介護保険サービスが適切に提供できる体制づくり
	
	(1)介護保険サービスの基盤整備

	
	
	
	
	(2)介護保険事業の適切な運営

	
	
	
	
	(3)質の高い介護保険サービスの確保


２．評価指標
（１）いきいき健康づくり
今回実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」で得られた結果のうち、次の５つの項目を評価指標とし、第８期計画の策定時に検証を行います。
	指　標
	平成29年度
(2017年度)
	平成32年度
(2020年度)

	現在の健康状態について良いと回答する者の割合
	69.9％
	維持

	幸福感の高い（8点以上）と回答者の割合
	38.4％
	維持

	転倒経験のある回答者の割合
	29.5％
	低下

	生きがいがあると回答する者の割合
	58.0％
	上昇

	グループやサークルに参加している方の割合
	活動内容により
10.2～20.6％
	上昇


（２）みんなが安心して暮らせる村づくり
「在宅介護実態調査」で得られた結果のうち、「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」と「現時点の施設等への入所・入居検討状況」の回答結果と、日高村の介護保険サービス、高齢者福祉サービスとを照らし合わせ、充実が必要なサービスを検討した上で、第８期計画の策定時に「日高村で安心して暮らせるか」を聞くことによりその結果を評価指標とします。
（３）質の高い介護保険サービスが適切に提供できる体制づくり
住民と関係機関に介護保険制度の本来の趣旨を理解してもらい、高齢者の自立支援・重度化防止を意識づけていくための新たな取り組みとして、要介護度の軽減率及び維持率を年度ごとに算定し、評価指標とします。
	指　標
	平成29年度
(2017年度)
	平成32年度
(2020年度)

	要介護認定１年後に要介護度が軽減した者の割合
	13.1％
	上昇または維持

	要介護認定１年後に要介護度が維持した者の割合
	60.6％
	維持または上昇
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１．事業量及び保険料推計の手順
第７期計画期間（平成30年度(2018年度)～平成32年度(2020年度)）における第１号被保険者の介護保険料については、国の地域包括ケア「見える化」システムの将来推計機能を活用し、以下の手順に沿って算出します。
その手順は、概ね、第６期計画期間（平成27年度(2015年度)～平成29年度(2017年度)）における被保険者数、認定者数、サービス利用者数、給付費などの実績に基づき、第７期計画期間に供給が見込まれるサービス供給量・給付費の推計を行い、次に、保険料の算定にあたっての諸係数などを勘案しながら、第１号被保険者の介護保険料基準額を設定する流れとなっています。
サービス量・保険料推計の手順

２．第７期の介護保険料
（１）第１号被保険者の保険料
①第１号被保険者の保険料で負担すべき額（賦課総額）
第７期計画期間における介護保険事業に要する総事業費の見込みは約22億6,600万円となり、国や県の負担金、交付金、財政安定化基金償還金等の見込額の第７期計画期間における取り扱いなどを総合的に勘案して算出する３年間の賦課総額は約４億5,200万円と見込まれます。
また、平成37年度(2025年度)の介護保険総事業費は約８億1,200万円に達するものと予想されます。
（単位：千円）
	
	平成30年度
(2018年度)
	平成31年度
(2019年度)
	平成32年度
(2020年度)
	合　計
	平成37年度
(2025年度)

	介護保険総事業費（G=C+F）
	732,242
	739,435
	794,684
	2,266,361
	811,561

	
	標準給付費見込額（C）
	698,242
	705,435
	760,684
	2,164,361
	771,561

	
	地域支援事業費見込額（F）
	34,000
	34,000
	34,000
	102,000
	40,000

	
	
	介護予防・日常生活支援総合事業費（f1）
	17,000
	17,000
	17,000
	51,000
	20,000

	
	
	包括的支援事業・任意事業費（f2）
	17,000
	17,000
	17,000
	51,000
	20,000

	第１号被保険者負担分相当額
（H=G＊23%,25%）
	168,416
	170,070
	182,777
	521,263
	202,890

	調整交付金相当額（I=(C+f1)＊5%）
	35,762
	36,122
	38,884
	110,768
	39,578

	調整交付金見込額
(J=(C+f1)＊8.65%,8.54%,8.22%,7.95%)
	61,868
	61,696
	63,926
	187,490
	62,929

	介護保険給付費準備基金（K）
	
	
	
	0
	0

	財政安定化基金償還金（L）
	
	
	
	3,300
	0

	市町村特別給付費等（M）
	0
	0
	0
	0
	0

	保険料収納必要額
（N=H+I-J-K+L+M）
	
	
	
	447,841
	179,539

	予定保険料収納率(O)
	
	
	
	99.00%
	98.95%

	賦課総額（P=N/O）
	
	
	
	452,365
	181,444


※端数処理の関係上、各費用額の計は一致しない場合があります。
②保険料段階の設定
第７期計画期間における保険料段階を９段階に設定することとします。
③介護保険料基準額
①で算出した賦課総額を所得段階別加入割合補正後被保険者数で除して保険料基準額を算出します。
第７期計画期間における第１号被保険者の介護保険料基準額である第５段階の保険料は月額6,600円（年額79,200円）となります。また、平成37年度(2025年度)の介護保険料基準額は、8,000円台に達するものと予想されます。
なお、第６期計画期間の介護保険料基準額は5,850円（年額70,200円）で、今回は750円の増加となっています。このうち285円は第１号被保険者の負担割合が22％から23％に変更されたことによるもので、残りの金額が施設サービスや居宅サービスの利用者、給付費の増加に伴う影響額となります。
	第７期計画期間における第１号被保険者の
介護保険料基準額（第５段階）
	月額6,600円
	年額79,200円



	段階区分
	対　象　者
	介護保険料
の計算式
	介護保険料
（年額）
	介護保険料
（月額）

	第１段階
	○生活保護の受給者
○村民税非課税世帯に属する老齢福祉年金受給者
○世帯全員村民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円以下の人
	基準額
×0.50
  (0.45)
	39,600円
(35,640円)
	3,300円
(2,970円)

	第２段階
	○世帯全員村民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円超え120万円以下の人
	基準額
×0.75
	59,400円
	4,950円

	第３段階
	○世帯全員村民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が120万円を超える人
	基準額
×0.75
	59,400円
	4,950円

	第４段階
	○村民税課税世帯に属する本人村民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円以下の人
	基準額
×0.90
	71,280円
	5,940円

	第５段階
	○村民税課税世帯に属する本人村民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円を超える人
	基準額
	79,200円
	6,600円

	第６段階
	○本人が村民税課税で、合計所得金額が120万円未満の人
	基準額
×1.20
	95,040円
	7,920円

	第７段階
	○本人が村民税課税で、合計所得金額が120万円以上200万円未満の人
	基準額
×1.30
	102,960円
	8,580円

	第８段階
	○本人が村民税課税で、合計所得金額が200万円以上300万円未満の人
	基準額
×1.50
	118,800円
	9,900円

	第９段階
	○本人が村民税課税で、合計所得金額が300万円以上の人
	基準額
×1.70
	134,640円
	11,220円


※(　)内の乗率、介護保険料は公費投入による低所得者の負担軽減後の率・金額となります。
（２）低所得者に対する配慮
介護保険料の徴収にあたり、災害や所得激減等の特別な理由により、保険料の支払いが困難になった場合に、保険料の減免ができることとなっています。
利用者負担については、国の制度にあわせて補足的給付を行い、所得に応じて負担上限額を一般の場合より低く設定したり（高額介護サービス費）、介護保険施設や短期入所生活介護・短期入所療養介護等での居住費や滞在費、食費等の自己負担額の軽減を行っています（特定入所者介護サービス費）。また、引き続き「社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業」についても行っていきます。
また、災害や所得激減等の特別な理由により利用料負担が困難であると認められる人については、利用者負担の軽減措置を講じることとされており、引き続き国が実施している利用者負担の軽減措置にあわせて実施していきます。
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（１）計画の進行管理
この計画に基づく施策を計画的に、かつ実効性をもって推進するため、介護保険運営協議会等において各年度ごとに進捗状況等の点検・評価を行っていくとともに、住民やサービス事業者等の意見・要望・提案などの把握に努めます。また、庁内関係各課・担当の緊密な連携に努めます。
（２）関係機関との連携
日常生活に何らかの支援が必要な高齢者等に適切なサービスを迅速に提供するため、保健・医療・福祉など各分野の関係機関による緊密な連携と情報の共有に努め、施策・サービス等の総合的な調整、推進を図ります。
高齢者関係施策の円滑な推進に向け、国や県、関係機関との連携強化を図るとともに、各種制度の充実や財源の確保などをこれら機関に要請します。また、より充実したサービスを提供するため、日高村だけで実施することが難しい施策、広域的な対応が望ましい施策について、近隣市町村とともに取り組み、効果的な推進を図ります。
（３）専門従事者の育成・確保
県や近隣市町村、関係機関等との連携を通じて、高齢者の健康づくりや福祉に関わる各種資格者等の計画的養成を図るとともに、住民ならびに村外在住の出身者から有資格者の掘り起こしを図るなど、専門従事者の確保、資質の向上に努めます。また、分野・組織を超えた合同研修会・交流会の開催など、専門従事者の連携の強化を図ります。
（４）財源の確保
計画の着実な実施に必要な財源を確保するため、村においては効果的、効率的なサービス提供に努めるとともに、国や県に対し財政的措置を講じるよう要請していきます。また、あわせて、適正な利用者負担の設定等にも取り組みます。
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第１章　計画の策定にあたって





日高村の地域包括ケアシステムは、村内全域を一つの圏域として設定





日高村総合振興計画（ひだかスマイルプラン）





日高村地域福祉計画





高齢者福祉計画


（高齢者に関わる施策の基本方向�を分野ごとに明らかにする）





介護保険事業計画


（介護保険制度に基づく各事業の方向性、サービス見込量、介護保険料について明らかにする）





根拠法


老人福祉法


（第20条の8）





根拠法


介護保険法


（第117条）





国や高知県�の関連計画�・基本方針





調和











日高村高齢者�福祉計画・介護�保険事業計画





日高村�子ども・子育て�支援事業計画





日高村�健康増進計画・�食育推進計画





日高村障害者計画


障害福祉計画


障害児福祉計画





目標年度





第２章　高齢者を取り巻く状況





第３章　計画の基本的な考え方





第４章　高齢者施策の推進








第５章　介護保険事業等の今後の見込み





被保険者数と要介護（要支援）認定者数の推計





居宅（介護予防）サービス、地域密着型（介護予防）サービス、�施設サービス・居住系サービス利用者数の推計





サービス供給量・給付費・地域支援事業費の推計





第１号被保険者の保険料で負担すべき額（賦課総額）





第７期計画における第1号被保険者の介護保険料基準額





第１号被保険者が負担する割合





調整交付金交付割合





予定保険料収納率





保険料段階の設定





準備基金の活用





第６期計画期間の被保険者数、認定者数、サービス利用者数、給付費などの実績





第６章　計画の推進に向けて
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